
官
民
較
差

調
整
後
の
公
務
員
の
退
職
給
付
の
あ
り
方
の
イ
メ
ー
ジ
①

○
職

域
部

分
廃

止
後

は
、

民
間

の
企

業
年

金
を

参
考

と
し

て
、

事
業

主
負

担
の

あ
る

「
新

た
な

年
金

」
を

創
設

し
、

退
職

手
当

と
「

新
た

な
年

金
」

を
支

給
（

旧
職

域
部

分
が

支
給

さ
れ

る
間

は
、

旧
職

域
部

分
の

減
少

に
応

じ
て

、
「

新
た

な
年

金
」

が
増

加
し

、
官

民
均

衡
が

図
ら

れ
る

）

資料５

職
域
部
分
2
,
4
3
3
千
円

退
職

手
当

2
3
,
0
4
5
千

円

旧
職
域
部
分

退
職

手
当

2
3
,
0
4
5
千

円

平
成

2
7
年

9
月

ま
で

の
退

職
者

現
在

の
中

高
年

世
代

職
域

部
分

廃
止

後
の

新
た

な
公

務
員

新
た
な
年

金

退
職

手
当

2
3
,
0
4
5
千

円

本
人
負
担

（
新
た
な
年
金
部
分
相
当
）

本
人
負
担

（
新
た
な
年
金
部
分
相
当
）

本
人
負
担

（
旧
職
域
部
分
相
当
）

2
5
,
4
7
7
千

円

本
人
負
担

退 職 給 付

13



官
民
較
差

調
整
後
の
公
務
員
の
退
職
給
付
の
あ
り
方
の
イ
メ
ー
ジ
②

○
職

域
部

分
廃

止
後

は
、

事
業

主
負

担
の

あ
る

「
新

た
な

年
金

」
は

創
設

せ
ず

、
退

職
給

付
の

全
額

を
退

職
手

当
と

し
て

支
給

す
る

（
旧

職
域

部
分

が
支

給
さ

れ
る

間
は

、
旧

職
域

部
分

の
減

少
に

応
じ

て
、

退
職

手
当

を
増

加
さ

せ
る

こ
と

に
よ

り
、

官
民

均
衡

を
図

る
）

○
そ

の
上

で
、

別
途

、
事

業
主

負
担

の
な

い
新

た
な

年
金

を
設

け
る

こ
と

と
す

る

職
域
部
分
2
,
4
3
3
千
円

退
職

手
当

2
3
,
0
4
5
千

円

旧
職
域
部
分

退
職

手
当

2
3
,
0
4
5
千

円

平
成

2
7
年

9
月

ま
で

の
退

職
者

現
在

の
中

高
年

世
代

職
域

部
分

廃
止

後
の

新
た

な
公

務
員

退
職
手
当

を
増

加

退
職

手
当

2
3
,
0
4
5
千

円

事
業
主
負
担
の
な
い

新
た
な
年
金

事
業
主
負
担
の
な
い

新
た
な
年
金

本
人
負
担

本
人
負
担

（
旧
職
域
部
分
相
当
）

2
5
,
4
7
7
千

円

退 職 給 付

14



官
民
に
お
け
る
退
職
給
付
の
構
造
（
人
事
院
調
査
）

［
民

間
］

平
成

1
8
年

調
査

2
9
,
8
0
2
千

円

退
職

手
当

2
7
,
0
7
1
千

円

退
職

一
時

金

1
4
,
4
5
6
千

円
退

職
一

時
金

1
0
,
4
1
5
千

円

［
公

務
］

平
成

2
3
年

調
査

2
9
,
5
0
3
千

円

［
民

間
］

平
成

2
3
年

調
査

2
5
,
4
7
7
千

円

企
業

年
金

1
5
,
3
4
6
千

円

企
業

年
金

1
5
,
0
6
3
千

円

＞≒

△
4
,
0
2
6
千
円

職
域

部
分

2
,
4
3
3
千

円

15




